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 第１章 はじめに                   

（１）立地適正化計画策定の背景と目的 

これからのまちづくりは、人口減少の進行や高齢化の進展、ひっ迫する財政状

況などに対応していきながら、誰もが暮らしやすいまちを創り、持続していくこ

とが大きな課題となっています。 

課題を解決し、持続可能なまちとしていくためには、行政機能や商業機能、居

住機能などを集約することでコンパクトなまち（拠点）を形成するとともに、公

共交通を主体とした交通ネットワークで結ぶなど、都市全体の構造を見直してい

くことが求められています。 

このため、2014年（平成26年）に都市再生特別措置法が改正され、行政と市民

や民間事業者が一体となってまちづくりを推進していくため、立地適正化計画の

制度が創設されました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
  コンパクト・プラス・ネットワーク 

「コンパクトシティ」＋「交通ネットワーク」 

＋ 

※フィーダー輸送とは、幹線と接続して支線の役割をもって運行されるコミュニティバス等による輸送。 
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【立地適正化計画の策定による効果】 

◆都市全体を見渡し、分野間の連携を図る仕組みづくりが可能  

一部の機能だけでなく、居住や医療・福祉等の都市

機能、防災、公共交通等さまざまな都市機能の連携に

ついて、都市全体を見渡した上で方向性や施策を検討

します。 

居住や都市の生活を支える機能の誘導によるコンパ

クトなまちづくりと地域公共交通の再編との連携によ

り、『コンパクト・プラス・ネットワーク』のまちづ

くりを推進します。 

 

◆国、都道府県、市町村の役割分担・連携による広域調整が可能  

計画実現に向けては、近隣市町村との協調、 

連携が重要です。 

都道府県は、立地適正化計画を策定している 

市町村の意見に配慮し、「東毛広域都市計画圏 

都市計画区域の整備、開発及び保全の方針」 

（区域マスタープラン ※略称：区域MP）との 

整合、広域的な調整を図ることが期待されます。 

国（国土交通省）は、計画策定から事業推進 

に至るまでを総合的に支援することが期待され 

ます。 

 

◆市街地空洞化防止のための選択肢が拡大  

居住や民間施設の立地を緩やかにコントロールでき、市街地空洞化防止のための新た

な選択肢として活用することが可能です。 

 

◆民間機能誘導に向けた働きかけ、仕組みづくりが可能  

民間施設の整備に対する支援や、立地を緩やかに誘導する仕組みを用意し、インフラ

整備や土地利用規制など従来の制度と立地適正化計画との誘導による新しいまちづくり

が可能です。 

財政状況の悪化や施設の老朽化等を背景とした、公的不動産の見直しと連携し、将来

のまちのあり方を見据えた公共施設の再配置や公的不動産を活用した民間機能の誘導を

推進することが可能です。 

 

  

居住

都市
機能

土地
利用

交通

防災自然

景観

分野間の連携により暮らしやすい

まちづくりを実現 

国、都道府県、市町村の役割分担・連携 

都道府県 区域 MP との整合
広域的な調整

広域的な調整

国 アドバイス
（整備局・運輸局等）

補助制度・
支援事業

市町村 立地適正化
計画策定

施策・事業
の実施

※ 
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（２）計画の位置づけ 

本計画は、「東毛広域都市計画圏 都市計画区域の整備、開発及び保全の方

針」など、群馬県の上位計画を踏まえるとともに、「館林市総合計画」に即して

定めます。 

また、「館林都市圏広域立地適正化に関する基本方針」（以下「広域立地適正

化方針」といいます。）との整合性を図るものとします。 

 

【立地適正化計画と都市計画マスタープランとの関係】 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

都市計画マスタープラン 

都市計画マスタープランは、都市計画に関連

する事項（土地利用、都市施設整備、都市防

災、自然環境、景観など）について、長期的な

視点にたった都市の目指すべき将来像を明確に

し、その実現に向けた大きな道筋を示すもの。 

館林市立地適正化計画 

立地適正化計画は、居住機能や医療・福祉・

商業、公共交通などの、都市の骨格を形成する

機能について、様々な分野間の調整を図りなが

ら、コンパクトなまちづくりの実現に向けた誘

導方針や具体的な施策を示すもの（都市計画マ

スタープランの高度化版）。 

≪都市計画マスタープランでの検討内容≫ ≪立地適正化計画での検討内容≫ 

現況整理・住民意識調査 

都市の現況を網羅的（人口動向、産業動向、土地

利用動向、自然環境の状況、災害状況など）に整理

するとともに、住民意識から見える都市の現状につ

いても整理を行う。 

都市構造分析、将来の見通し分析 

都市構造（都市の骨格）を形成する、居住（人口

分布）や都市機能（施設立地、公共交通網）の状況

などについて、将来的な見通しも踏まえた分析を行

う。 

整合を 

図る 

都市づくりの課題整理 

都市づくりの基本方針・将来都市構造 

分野別の方針・地域別構想 

≪分野別の方針≫ 

◇土地利用の方針 ◇交通体系の方針 

◇自然環境と共生した水と緑の都市づくりの方針 

◇都市景観の方針 ◇都市防災の方針 

◇公共・公益施設整備の方針 

≪地域別構想≫ 

都市づくりの基本方針や分野別の方針を受け、地

域特性に応じた空間づくりの構想や実現に向けた方

針を示す。現行の計画では、「中央地域」と「その

他の地域（主要な地域とその周辺）」の2区分つい

て、それぞれ方針が示されている。 

実現化方策 

立地適正化に関する課題整理 

立地適正化に関する基本方針・将来都市構造 

居住及び都市機能誘導に向けた 

区域設定、具体的な施策 

≪居住及び都市機能誘導区域の設定≫ 

コンパクトなまちづくりを行うにあたり、居住や 

都市施設をどのような区域に誘導し、集約を図る 

のか条件設定を行い、具体的な区域を示す。 

 

≪誘導に向けた具体的な施策≫ 

各誘導区域に対する必要な機能の誘導に向けて、

具体的な施策（規制緩和、補助事業の活用など）を

検討する。 

事業推進に向けた方針 

都市計画マ

スタープラ

ンの一部と

みなされる

もの 

都市構造

に関する

部分をさ

らに詳細

に分析 

整合を 

図る 

整合を 

図る 
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【上位計画・関連計画との関係性】 
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【館林都市圏広域立地適正化に関する基本方針（2023年(令和５年)４月改訂）】 

 

広域立地適正化方針では、将来像を「館林都市圏として広域連携を強化した快

適で活力あふれるコンパクトなまちづくり」とし、以下の方針を定めています。 

【都市機能誘導区域の設定に向けた拠点の設定】 

 

≪広域中心拠点の役割と必要な機能≫ 

【館林駅周辺】 

広域的な利用が見込まれる機能を維持し、各町に不足する機能を補完するた

めに必要な都市機能を誘導するとともに、各町の中心拠点との連携を促進する

ための交通ネットワークの充実を図ることにより、都市圏全体の利便性を向上

させる役割を担う拠点とします。 

 

 

  

■ 館林駅周辺での集積や機能維持・強化を図る広域的な機能 

・介護福祉機能 …市町外からも利用者の受け入れが可能な大規模介護福祉施設（特別養

護老人ホーム、サービス付き高齢者向け住宅など）の充実 

・子育て支援機能…広域的な利用が可能な児童福祉に関する窓口（子育て総合支援センタ

ー）や幼稚園、こども園、保育園の誘導 

・商業機能   …既存の商業施設の維持・拡充と、新たな商業施設の誘導 

・医療機能   …広域医療施設である館林厚生病院（第二次救急医療機関）と地域医療

施設の連携を強化 

・教育機能   …既存の高校など、広域で利用されている教育関連施設を維持・誘導し

機能を強化 

・文化機能   …文化会館や図書館などの広域的な相互利用が可能な施設の維持・充実 

・公共交通利用促進機能…館林駅など交通結節点において、交通関連施設の充実、周辺関

連施設の強化、公共交通ネットワークの充実など、公共交通

利用を促進するための機能を強化 
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（３）計画で定める内容 

本計画では、今後の人口減少や高齢化が進展する社会において、コンパクトな

まちづくりを実現するため、生活に関わるサービス機能や居住の集積・誘導を図

る「都市機能誘導区域」「居住誘導区域」を設定するとともに、各区域への居住

や都市施設等の誘導に向けた具体的な施策を定めます。 

 

 
出典：「立地適正化計画概要パンフレット」（平成２６年８月 国土交通省） 

 

 

◇居住誘導区域  ：生活サービス機能が集積する地域の周辺や公共交通沿線

などに居住を誘導し、人口密度を維持する区域 

◇都市機能誘導区域：行政施設、教育・文化施設、医療・福祉施設、商業施設

など生活サービス機能を提供する施設の集積を誘導する

区域 

 

 

（４）計画期間 

上位計画である総合計画や館林市都市計画マスタープランの目標年次に合わ

せ、目標年を「２０３０年」とし、おおむね５年ごとに社会情勢の変化などを踏

まえつつ見直しを行います。 

  



第１章 はじめに 

-7- 

（５）策定体制 

策定に当たり、「館林市都市計画基本方針等検討委員会」を附属機関として設

置するとともに、庁内検討委員会、幹事会、作業部会と連携し、計画案について

の検討・審議及び関連する分野の各機関との協議・調整を実施しました。 

また、館林都市圏（館林市、板倉町、明和町、千代田町及び邑楽町）としての

連携や機能分担を図るため策定された「広域立地適正化方針」との整合を図りな

がら検討を進めました。 

 

【策定体制】 

 

  

【館林市都市計画基本方針等検討委員会】 

◇学識経験者や関係団体、有識者、住民代表により構成。都市づくりの方針や

都市機能誘導に関わる事項など計画案全般について、専門的な立場から検討

を行う。 

【庁内検討委員会】 

◇庁内の部長で構成。幹事会から提示される素案をベースに都市計画基本方針

等検討委員会や都市計画審議会などの意見を踏まえて、計画案のとりまとめ

を行う。 

【幹事会】 

◇庁内関係各課の課長で構成。作業部会での検討内容について、更に具体的に

検討を行う。 

【作業部会】 

◇都市機能、土地利用、交通・防災、自然・景観の分野ごとに問題点・課題の

抽出、めざすべき目標の設定、具体的な施策などの検討を行う。 


